
（ ５ ） 川崎市消防局からのお知らせ



川崎市消防局からのお知らせ 

施設の実態調査を実施しています 

 社会福祉施設等で発生した火災を受けて、消防法令が改正され、社会福祉施設等の

用途区分や、スプリンクラー設備、自動火災報知設備等の消防用設備等の設置基準が

見直されました。

 今回の消防法令の改正により、新たに消防用設備等の設置が必要になる場合があり

ますので、川崎市消防局では、平成２７年４月以降、把握している社会福祉施設に伺

い、川崎市における用途区分判定フロー（ 別紙１） 等により用途区分等を判定し、新

たに消防用設備等が必要な施設に対しては、その旨通知しております。

 つきましては、事前に利用者の障害支援区分及び入居（ 宿泊） 状況が確認できる資

料を御用意していただきますようお願いいたします。また、施設によっては、用途確

認書（ 別紙２） 又は認定調査項目確認書（ 別紙３） の提出をお願いする場合がありま

すので、御協力いただきますようお願いいたします。既に調査実施済みの施設におき

ましても、最新の情報を把握するため、再度調査を実施しておりますので、引き続き

御協力をお願いいたします。

 なお、川崎市における用途判定基準のため、他の自治体の判定と異なる場合があり

ます。

消防機関へ通報する

火災報知設備の基準

スプリンクラー設備
設置基準

平成３０年

３月３１日

まで

平成３０年

３月３１日

まで

・スプリンクラー設備
・自動火災報知設備
・避難器具 等

　社会福祉施設等が、消防法上どの用途
に区分されるかにより、設置しなければな
らない消防用設備等が異なります。

・消火器
・誘導灯 等

新たに必要となる
消防用設備等

見直される内容

既存建物の
猶予期間

平成２８年

３月３１日

まで
用途区分

平成２７年４月１日
改正法令施行

自動火災報知設備
設置基準

見直された内容

社会福祉施設等は、消防法の用途区分により、 

設置しなければならない消防用設備等が異なります。
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いいえ

令別表第１（６）項ロ(5)又は（６）項ハ(5)判定フロー

はい

１ 利用者の入れ替わり等の事情により、用途が定まらない場合には、施設の定常的な状態として、

前年度実績等の一定期間の利用状況について確認し、避難が困難な障害者等を主として入所させ

る日数の割合が一定期間の半数以上になる場合に令別表第１（６）項ロ(5)と判定すること。

障害者支援施設

障害者短期入所施設

障害者共同生活援助施設

避難が困難な障害者（障害支援区分４以

上の者）を入所させている。

避難が困難な障害者の割合が、施設全体

の入所者の８割を超える。 １ ２

６項ロ(5)

６項ハ(5)

いいえ

はい

２ 一の指定障害福祉サービス事業者が共同生活援助を複数の住戸で行う場合は、当該複数の住

戸を一の施設と捉え、令別表第１（６）項ロ(5)に規定する「避難が困難な障害者等を主として入所さ

せるもの」であるか否かを判断すること。 （平成２６年１１月２６日付け２６川消予第１３３８号）

別添４
別紙１

。

。
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第２号様式                         年  月  日

用途確認書（ 障害者施設）

 消防法施行令（ 昭和３６年政令第３７号。以下「 令」 という。） 別表第１（ ６） 項

ハ(5)に掲げる防火対象物とされた際の状況は次のとおりです。

チェック欄 施設種別 入所の状況

障害者支援施設 Ａ： 障害支援区分が４以上の者の数（    人）

Ｂ： 施設全体の入所者数（    人）

判定 Ａ/Ｂ ０．８

短期入所を行う施設

共同生活援助を行う施設

 上記の状況について、施設の実態と相違ありません。

            事業所名称

              所在地

             職・ 氏名

               電話     （       ）

（ 備考） １  この書類は、令別表第１（ ６） 項ハ(5)となる場合に提出してく ださい。

    ２  該当する施設種別のチェック欄にレ点を記入してください。

    ３  施設の管理等について責任的立場にある者が署名してください。

別紙２
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第３号様式                         年  月  日

認定調査項目確認書

 消防法施行令（ 昭和３６年政令第３７号。以下「 令」 という。） 別表第１（ ６） 項

ロ(2)、(4)及び(5)の施設（ 延べ面積２７５平方メートル未満のものに限る。）であって、

介助がなければ避難できない者として総務省令で定める者を主として入所させてい

ない状況は次のとおりです。

施 設 種 別
Ａ： 障害支援区分４以上の者であって、認定調査項目のうち次のい

ずれかの状況に該当する者の数

救護施設

障害者支援施設

短期入所を行う施設

共同生活援助を行う

  施設

移乗
「 支援が不要」又は「 見守り等の

支援が必要」 以外に該当

     人

移動
「 支援が不要」又は「 見守り等の

支援が必要」 以外に該当

危険の認識
「 支援が不要」又は「 部分的な支

援が必要」 以外に該当

説明の理解 「 理解できる」 以外に該当

多動・ 行動停止 「 支援が不要」 以外に該当

不安定な行動 「 支援が不要」 以外に該当

障害児入所施設

Ａ： 次のいずれかに該当する障害児の数

・ 乳児

・ 幼児

・学齢期以上で通学に介助が必要若しくは日中活動

支援への参加の為の外出ができない者

     人

施設の利用実態

Ａ： 介助がなければ避難できない者の数 （     人）

Ｂ： 施設全体の入所者数 （     人）                

判定 Ａ/Ｂ ０．８

 上記の状況について、施設の実態と相違ありません。

            事業所名称

              所在地

             職・ 氏名

               電話     （       ）

（ 備考） １  該当する施設種別の （ チェック欄） にレ点を記入してく ださい。

    ２  施設の管理等について責任的立場にある者が署名してください。

別紙３
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消防法施行規則第１２条の３に規定する「介助がなければ避難できない者」への該当確認表

　令別表第１（６）項ロ(2)、(4)及び(5)に規定する施設に入所する者（避難が困難な障害者等に限る。）のうち、次の認定調査項目における選択肢で網掛
け部分のいずれかに該当する者は「介助がなければ避難できない者」とする。

移乗 移動 危険の認識 説明の理解 多動・行動停止 不安定な行動

支援が不要

見守り等の

支援が必要

部分的な
支援が必要

支援が不要

見守り等の

支援が必要

支援が不要

部分的な支

援が必要

全面的な
支援が必要

理解できる

希に支援が

必要

月に１回以

上の支援が

必要

週に１回以

上の支援が

必要

ほぼ毎日（週に

５日以上の）支

援が必要

理解できて

いるか判断

できない

全面的な

支援が必要

全面的な

支援が必要

部分的な
支援が必要

理解できない

支援が不要

希に支援が

必要

月に１回以

上の支援が

必要

週に１回以

上の支援が

必要

ほぼ毎日（週に

５日以上の）支

援が必要

支援が不要

別添６
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スタート

いいえ

いいえ

いいえ

スプリンクラー設備の設置義務 フローチャート

令別表第１（６）項ロ(1) (5)に掲げる防火対象物 １

火災発生時の延焼を抑制する機能を備える構造として総務省

令で定める構造を有するものである。 ２

令別表第１（６）項ロ(1)及び(3)に掲げる防火対象物の用途に

供される部分に該当する。

介助がなければ避難ができない者として総務省令で定める者

を主として入所させるものである。 ３

設置義務あり
該当する部分に

設置義務なし

該当する部分に

設置義務あり
設置義務なし

はい

はい

はい

はい

いいえ

令別表第１（６）項ロ(2)、(4)及び(5)に掲げる防火対象物の用

途に供される部分の床面積の合計が２７５㎡以上である。

１ 令別表第１（６）項ロ(1)及び(3)に掲げる防火対象物（以下「（６）項ロ(1)等」という。）の用途に供される部分

並びに令別表第１（６）項ロ(2)、(4)及び(5)に掲げる防火対象物（以下「（６）項ロ(2)等」という。）の用途に供さ

れる部分が一の防火対象物に存する場合は、それぞれの部分ごとにフローチャートで設置義務の有無を判

断する。

２ 火災発生時の延焼を抑制する機能を備える構造として総務省令で定める構造は、消防法施行規則第１２

条の２に規定されるものである。

３ 介助がなければ避難できない者を主として入所させるものとは、消防法施行規則第１２条の３の規定に該

当する「介助がなければ避難できない者」が施設入所者全体の８割を超える施設をいうものです。

なお、介助がなければ避難できない者を主として入所させているものの判断は、区分単位（施設名称、運営

主体、事業形態及びサービス提供の実態から区分できる単位をいう。）ごとに行い、当該区分単位ごとにスプ

リンクラー設備の設置義務を判断する。
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（ 規則５条５項）

（ 規則５条６項）

（ 規則５条７項）

（ 規則５条８項）

（ 規則５条９項）
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消防用設備等が適正に設置されていないと、火災時に利用者の
安全を確保することができなくなってしまいます。消防職員が立
入検査で確認した場合は、消防法令違反として指導・公表の対象
となりますので、施設の円滑な運営のためにも管轄消防署で事前
に相談していただくようお願いいたします。特に一般住宅を社会
福祉施設に改装する場合は、十分御注意ください。
また、建物構造等が福祉施設に適合するものであるか、計画段
階で建築士等に確認するようお願いします。

〔消防に関するお問い合わせ先〕

消防署 管轄のエリア 住所 電話番号

臨港消防署予防係 川崎区
詳細の区域はお電話
にてご確認ください。

川崎区池上新町3-1-5 (代) 044(299)0119

川崎消防署予防係 川崎区南町20-7 (代) 044(223)0119

幸消防署予防係 幸区 幸区戸手2-12-1 (代) 044(511)0119

中原消防署予防係 中原区 中原区新丸子東3-1175-1 (代) 044(411)0119

高津消防署予防係 高津区 高津区二子5-14-5 (代) 044(811)0119

宮前消防署予防係 宮前区 宮前区宮前平2-20-4 (代) 044(852)0119

多摩消防署予防係 多摩区 多摩区枡形2-6-1 (代) 044(933)0119

麻生消防署予防係 麻生区 麻生区万福寺1-5-4 (代) 044(951)0119

〔 建築に関するお問い合わせ先〕

まちづくり局指導部建築指導課建築監察担当 電話０４４（ ２００） ３００８

既存の建物内で、新たに社会福祉施設を

開設する場合、その建物に消防用設備等の

追加設置が必要となる場合があります。 

また、建物によっては、構造等が社会福

祉施設として適当でない場合があります。
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川 崎 市 消 防 局
お問い合わせは、川崎市消防局予防部査察課又は最寄りの消防署予防課まで

川崎市消防局イメージキャラクター 太助

建物を利用しようとする者が、建物の防火

に係る安全性の情報を入手し、利用を判断

できるよう、消防関係法令に重大な違反の

ある建物等を公表する制度です。

公表制度とは 公表対象となる建物は

劇場、遊技場、飲食店、百貨店、旅館、病

院、老人ホームなど不特定多数の人が出

入りする建物
消防法施行令別表第１（１）項から（４）項まで、（５）

項イ、（６）項、（９）項イ、（１６）項イ、（１６の２）項及び

（１６の３）項に掲げる建物

公表方法と公表内容は

公表方法

川崎市ホームページ
（http://www.city.kawasaki.jp）

公表内容

建物名称、所在地、違反の内容

公表対象となる違反は

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は

自動火災報知設備が未設置の場合

消防関係法令に重大な違反のある建物

や店舗に関する情報が、

平成２６年１０月１日から

川崎市ホームページで確認できます。

川崎市ホームページ http://www.city.kawasaki.jp
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公 表 ま で の 流 れ

立入検査

検査結果

の通知

公 表

問合せ先

公表の通知

立入検査の結果を通知した日から１４日を経過した日において、な

お、当該立入検査の結果と同一の違反の内容が認められる場合

消防職員が立入検査を実施し、公表対象

となる違反（ ）を確認
屋内消火栓設備、スプリンクラー設備又は自動

火災報知設備の未設置

立入検査の結果を通知（防火対象物立入

検査結果通知票の交付）

公表予定の建物関係者に公表する事項、

公表方法、公表予定日を通知（公表通知

書の交付)

川崎市ホーームペーージで建物名称、所在

地、違反の内容を公表

76



77



3

78


